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札幌市子ども・子育て会議の部会の設置について 

 

１ 部会設置の目的、名称、役割等について 

 (1) 目的 

    特定の分野を専門的かつ効率的に審議するために、札幌市子ども・子育て会議条例第

９条第１項の規定に基づき、同会議に下記(2)の部会を設置します。 

 (2) 設置する部会の名称 

  ア 認可・確認部会 

  イ 放課後児童健全育成事業部会 

 (3) 部会の役割（詳細は、後記） 

  ア 認可・確認部会 

   (ｱ) 札幌市が子ども・子育て支援法に基づく確認を行うに当たって意見を述べること。 

(ｲ) 札幌市が幼保連携型認定こども園の認可、事業の停止及び施設の閉鎖の命令並び

に認可の取消しを行うに当たって意見を述べること。 

(ｳ) 札幌市が幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準を定めるに当たって意

見を述べること。 

(ｴ) 札幌市が地域型保育事業の設備及び運営の基準を定めるに当たって意見を述べ

ること。 

(ｵ) 札幌市が施設型給付を受ける施設及び地域型保育給付を受ける事業の運営の基

準を定めるに当たって意見を述べること。 

(ｶ) 札幌市が保育所の設備及び運営の基準を改正する場合に意見を述べること。 

※上記(ｱ)及び(ｲ)については意見聴取が法令により義務付け、(ｳ)から(ｶ)までについ

ては任意で聴取 

  イ 放課後児童健全育成事業部会 

    札幌市が放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準を定めるに当たって意見

を述べること。 

   ※意見聴取は任意で行うもの 

  注） 現時点での予定であり、必要に応じて札幌市子ども・子育て会議の承認を得たう

えで追加することがあります。 

 (4) 決議方法について 

札幌市子ども・子育て会議条例第９条第６項の規定に基づき、部会の決議をもって子

ども・子育て会議の決議とさせていただきます。 

 

２ 認可・確認部会の役割について 

 (1) 子ども・子育て支援法に基づく「確認」に当たって意見を述べること。 

   新制度下では、学校教育法、児童福祉法等に基づく認可等を受けていることを前提に、

施設・事業者からの申請に基づき、市町村が対象施設・事業として「確認」し、給付に

よる財政支援の対象とすることとされています。 
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   この給付のうち、認定こども園、幼稚園及び保育所の施設に対するものを「施設型給

付」といい（ただし、保育所については新制度下でも「委託費」として支払い）、地域

型保育事業に対するものを「地域型保育給付」といいます。 

   また、この「確認」は、具体的には各施設・事業の類型に従い、（仮称）札幌市子ど

も・子育て支援事業計画に照らし、認定区分ごとの利用定員を定めた上で給付の対象と

なることを「確認」し、給付費を支払うことになります。 

札幌市が子ども・子育て支援法に基づく「確認」を行うに当たっては、子ども・子育

て支援法第３１条第２項及び第４３条第３項の規定により、札幌市子ども・子育て会議

の意見聴取が義務付けられていることから、認可・確認部会を設置の上で御意見を徴取

することとするものです。 

 

 「確認」の例 

  認可定員２００人の新幼保連携型認定こども園の場合 

  １号定員 １００人 ２号定員 ５０人 ３号定員 ５０人 

  原則として、各認定区分について上記の人数の範囲内で児童を受託し、札幌市から支払

われる施設型給付と保護者から徴収する利用者負担額とで施設を運営する。 

 

 

(2) 新幼保連携型認定こども園の認可に当たって意見を述べること。 

   新制度下では幼保連携型認定こども園の法的位置付けが変更され、現在は北海道が

「認定」をしていますが、札幌市が「認可」を行うことになります。 
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   この認可に当たっては、施設の面積や設備が市の定める基準に適合しているかどうか

（保育室等の面積が十分か、耐火基準等を満たしているかなど）や幼保連携型認定こど

も園の認可を受けようとする特定の学校法人又は社会福祉法人が法で定める欠格要件

（福祉・教育関連法の基づく罰金刑を課されたことがある者でないかなど）に該当しな

いかどうかについて審査することになります。 

   また、いったん認可を行った後に幼保連携型認定こども園の設置者が法令の規定に故

意に違反し、かつ、園児の教育・保育上著しく有害であると認められるときなどの所定

の条件に該当したときは、事業の停止又は施設の閉鎖の命令をすることができるほか、

認可を取り消すこともできるとされています。 

   新認定こども園法第１７条第３項、第２１条第２項及び第２２条第２項の規定により、

新制度下で札幌市が幼保連携型認定こども園の認可を行うに当たっては、札幌市子ど

も・子育て会議の意見聴取が義務付けられていることから、認可・確認部会を設置の上

で御意見を徴取することとするものです。 

 

 (3) 札幌市が幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準を定めるに当たって意見を

述べること。 

   上記(2)のとおり、新制度の幼保連携型認定こども園の認可は札幌市が行うことにな

ります。これに伴い、この幼保連携型認定こども園の「設備及び運営の基準」も札幌市

が定めることになります（新認定こども園法第１３条第１項）。 

   この基準を定めるに当たっては、札幌市子ども・子育て会議からの意見聴取が義務付

けられているわけではありませんが、認可・確認部会を設置の上で御意見をお聴きしな

がら、適切な基準を策定したいと考えています。 

 

「設備及び運営の基準」とは 

① 施設に配置する施設長、保育教諭その他の職員の資格要件や配置基準（例：幼保連携

型認定こども園を設置しようとする場合、どのような資格を持つ職員を何人設置しなけ

れならないか等を定める。） 

② 保育室の床面積、給食設備その他の設備の設置に関する基準（例：幼保連携型認定こ

ども園を設置しようとする場合、保育室はどの程度の床面積がなければならないか、給

食の提供はどのような方法で行わなければならないか等を定める。） 

などをいいます。 
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 (4) 札幌市が地域型保育事業の設備及び運営の基準を定めるに当たって意見を述べるこ

と。 

新制度下では、下記の４事業が新たに児童福祉法に基づく札幌市の認可事業として位

置付けられます。 

① 家庭的保育事業 

② 小規模保育事業 

③ 事業所内保育事業 

④ 居宅訪問型保育事業 

 これに伴い、地域型保育事業の「設備及び運営の基準」も札幌市が定める必要があり

ます（新児童福祉法第１３条第１項）。 

 この基準を定めるに当たっては、札幌市子ども・子育て会議からの意見聴取が法令に

より義務付けられているわけではありませんが、認可・確認部会を設置の上で御意見を

お聴きしながら、適切な基準を策定したいと考えています。

 
 家庭的保育事業 居宅訪問型保育事業 事業所内保育事業 小規模保育事業 

形態 

家庭的な雰囲気の下

で、少人数を対象にき

め細やかな保育を実

施。いわゆる保育ママ 

住み慣れた居宅にお

いて、１対１を基本と

するきめ細やかな保

育を実施。いわゆるベ

ビーシッター 

企業が主として従業

員の仕事と子育ての

両立支援策として実

施 

保育士又は家庭的保育

者が比較的少人数を対

象に保育を実施。基準

が厳しい順にＡ型～Ｃ

型の類型が設けられる

予定 

規模 

少人数（現行は家庭的

保育者１人につき３

人） 

※補助者がいる場合

は５人まで 

１対１が基本 数人～数十人程度 定員６人から 19 人以

下 

場所 

家庭的保育者の居宅

その他様々なスペー

ス 

利用する保護者・子ど

もの居宅 

事業所その他様々な

スペース 

賃貸物件その他様々な

スペース 

※ 参考（７ページ）：新制度下における施設型給付及び地域型保育給付の対象施設・事業の認可・確認権限一覧 

  



 

5 

 

(5) 札幌市が施設型給付を受ける施設及び地域型保育給付を受ける施設の運営の基準を

定めるに当たって意見を述べること。 

札幌市から施設型給付を支給される認定こども園、幼稚園及び保育所の設置者並びに

地域型保育給付を支給される地域型保育事業を行う事業者は、札幌市が条例で定める

「運営の基準」を遵守しなければなりません（子ども・子育て支援法第 34 条第２項及

び第 46 条第２項）。 

この基準を定めるに当たっては、札幌市子ども・子育て会議からの意見聴取が法令に

より義務付けられているわけではありませんが、認可・確認部会を設置の上で御意見を

お聴きしながら、適切な基準を策定したいと考えています。 

 

「運営の基準」とは 

 

 
        ※現時点で国が示す例示であり、変更・追加される可能性があります。 

 

 

 

３ 放課後児童健全育成事業部会の役割について 

札幌市が放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準を定めるに当たって意見を述

べること。 

新制度下では、放課後児童健全育成事業（いわゆる放課後児童クラブ）は、児童福祉法

に基づく札幌市長に対する届出事業として位置付けられました。 
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この放課後児童健全育成事業は、札幌市が条例で定める「設備及び運営の基準」を遵守

して行わなければなりません（新児童福祉法第 34 条の８の２第３項）。 

この基準を定めるに当たっては、札幌市子ども・子育て会議からの意見聴取が法令によ

り義務付けられているわけではありませんが、放課後児童健全育成事業部会を設置の上で

御意見をお聴きしながら、適切な基準を策定したいと考えています。 

 

「設備及び運営の基準」とは 

① 従事する職員や員数（例：職員の資格要件や配置基準） 

② 児童の規模（例：集団の規模として適切な児童数） 

③ 施設・設備（例：専用室や専用スペースの考え方や必要な面積要件） 

④ 開所日数・時間（例：年間の開所日数や平日及び学校休業日における開所時間） 

⑤ その他（例：事業者の一般原則、非常災害対策、運営規程など） 

 

 

４ 認可・確認部会及び放課後児童健全育成事業部会の委員及び部会長の選定について 

札幌市子ども・子育て会議条例第９条第２項及び第３項の規定により、各部会の委員及

び部会長については、金子会長に選任いただきます。 

 

５ 今後のスケジュール 

  別添スケジュール表に記載のとおり。 
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新制度下における施設型給付及び地域型保育給付の対象施設・事業の認可・確認権限一覧 

  認可（認定） 認可（認定）に係る意見聴取 確認 確認に係る意見聴取 

幼保連携型認定こども園 札幌市 札幌市子ども・子育て会議 

札幌市 札幌市子ども・子育て会議 

幼保連携型以外の認定こども園 北海道 意見徴取なし 

幼稚園 北海道 北海道私立学校審議会 

保育所 札幌市 札幌市社会福祉審議会児童福祉専門分科会 

地域型保育事業 札幌市 札幌市社会福祉審議会児童福祉専門分科会 
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関係法令 

子ども・子育て支援法（抄） 

（支給要件） 

第十九条 子どものための教育・保育給付は、次に掲げる小学校就学前子どもの保護者に対し、その小学校就

学前子どもの第二十七条第一項に規定する特定教育・保育、第二十八条第一項第二号に規定する特別利用保

育、同項第三号に規定する特別利用教育、第二十九条第一項に規定する特定地域型保育又は第三十条第一項

第四号に規定する特例保育の利用について行う。  

一 満三歳以上の小学校就学前子ども（次号に掲げる小学校就学前子どもに該当するものを除く。）  

二 満三歳以上の小学校就学前子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の内閣府令で定める事由によ

り家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの  

三 満三歳未満の小学校就学前子どもであって、前号の内閣府令で定める事由により家庭において必要な保

育を受けることが困難であるもの  

２ 内閣総理大臣は、前項第二号の内閣府令を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大

臣に協議しなければならない。 

（特定教育・保育施設の確認） 

第三十一条 第二十七条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、教育・保育施設の設置者（国（国

立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人を含む。附則第七条にお

いて同じ。）を除き、法人に限る。以下同じ。）の申請により、次の各号に掲げる教育・保育施設の区分に応

じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めて、市町村長が行う。  

一 認定こども園 第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

二 幼稚園 第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

三 保育所 第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び同項第三号に掲げる小学校就

学前子どもの区分  

２ 市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第

七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合に

あっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。  

３ （省略） 

（特定教育・保育施設の基準） 

第三十四条  特定教育・保育施設の設置者は、次の各号に掲げる教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に

定める基準（以下「教育・保育施設の認可基準」という。）を遵守しなければならない。  

一 認定こども園 認定こども園法第三条第一項の規定により都道府県の条例で定める要件（当該認定こど

も園が同項の認定を受けたものである場合又は同項の条例で定める要件に適合しているものとして同条

第九項の規定による公示がされたものである場合に限る。）、同条第三項の規定により都道府県の条例で定

める要件（当該認定こども園が同項の認定を受けたものである場合又は同項の条例で定める要件に適合し

ているものとして同条第九項の規定による公示がされたものである場合に限る。）又は同法第十三条第一

項の規定により都道府県（地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市又は同法第二百五十二条の
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二十二第一項の中核市（以下「指定都市等」という。）の区域内に所在する幼保連携型認定こども園（認

定こども園法第二条第七項に規定する幼保連携型認定こども園をいう。以下同じ。）（都道府県が設置する

ものを除く。第三十九条第二項及び第四十条第一項第二号において「指定都市等所在幼保連携型認定こど

も園」という。）については、当該指定都市等）の条例で定める設備及び運営についての基準（当該認定

こども園が幼保連携型認定こども園である場合に限る。）  

二 幼稚園 学校教育法第三条に規定する学校の設備、編制その他に関する設置基準（幼稚園に係るものに

限る。）  

三 保育所 児童福祉法第四十五条第一項の規定により都道府県（指定都市等又は同法第五十九条の四第一

項に規定する児童相談所設置市（以下「児童相談所設置市」という。）の区域内に所在する保育所（都道

府県が設置するものを除く。第三十九条第二項及び第四十条第一項第二号において「指定都市等所在保育

所」という。）については、当該指定都市等又は児童相談所設置市）の条例で定める児童福祉施設の設備

及び運営についての基準（保育所に係るものに限る。）  

２ 特定教育・保育施設の設置者は、市町村の条例で定める特定教育・保育施設の運営に関する基準に従い、

特定教育・保育（特定教育・保育施設が特別利用保育又は特別利用教育を行う場合にあっては、特別利用保

育又は特別利用教育を含む。以下この節において同じ。）を提供しなければならない。  

３ 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については内閣府令で定める基準に従い定め

るものとし、その他の事項については内閣府令で定める基準を参酌するものとする。  

一 特定教育・保育施設に係る利用定員（第二十七条第一項の確認において定めるものに限る。第五項及び

次条第二項において「利用定員」という。）  

二 特定教育・保育施設の運営に関する事項であって、小学校就学前子どもの適切な処遇の確保及び秘密の

保持並びに小学校就学前子どもの健全な発達に密接に関連するものとして内閣府令で定めるもの  

４ 内閣総理大臣は、前項に規定する内閣府令で定める基準を定め、又は変更しようとするとき、及び同項第

二号の内閣府令を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、文部科学大臣及び厚生労働大臣に協議

するとともに、特定教育・保育の取扱いに関する部分について第七十二条に規定する子ども・子育て会議の

意見を聴かなければならない。  

５ 特定教育・保育施設の設置者は、次条第二項の規定による利用定員の減少の届出をしたとき又は第三十六

条の規定による確認の辞退をするときは、当該届出の日又は同条に規定する予告期間の開始日の前一月以内

に当該特定教育・保育を受けていた者であって、当該利用定員の減少又は確認の辞退の日以後においても引

き続き当該特定教育・保育に相当する教育・保育の提供を希望する者に対し、必要な教育・保育が継続的に

提供されるよう、他の特定教育・保育施設の設置者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わな

ければならない。 

（特定地域型保育事業者の確認） 

第四十三条 第二十九条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、地域型保育事業を行う者の申請に

より、地域型保育の種類及び当該地域型保育の種類に係る地域型保育事業を行う事業所（以下「地域型保育

事業所」という。）ごとに、第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員（事業所内

保育の事業を行う事業所（以下「事業所内保育事業所」という。）にあっては、その雇用する労働者の監護

する小学校就学前子どもを保育するため当該事業所内保育の事業を自ら施設を設置し、又は委託して行う事
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業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保育の事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主

団体の構成員である事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等（児童福祉法

第六条の三第十二項第一号ハに規定する共済組合等をいう。）に係るものにあっては共済組合等の構成員（同

号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監護する小学校就学前子どもとする。以下「労働者等の監

護する小学校就学前子ども」という。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める第十九条第一項第三

号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を定めて、市町村長が行う。  

２ 前項の確認は、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に居住地を有する者に対する地域型

保育給付費及び特例地域型保育給付費の支給について、その効力を有する。  

３ 市町村長は、第一項の規定により特定地域型保育事業（特定地域型保育を行う事業をいう。以下同じ。）

の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置

している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に

係る当事者の意見を聴かなければならない。  

４～６ （省略） 

（特定地域型保育事業の基準） 

第四十六条 特定地域型保育事業者は、地域型保育の種類に応じ、児童福祉法第三十四条の十六第一項の規定

により市町村の条例で定める設備及び運営についての基準（以下「地域型保育事業の認可基準」という。）

を遵守しなければならない。  

２ 特定地域型保育事業者は、市町村の条例で定める特定地域型保育事業の運営に関する基準に従い、特定地

域型保育を提供しなければならない。  

３ 市町村が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については内閣府令で定める基準に従い定め

るものとし、その他の事項については内閣府令で定める基準を参酌するものとする。  

一 特定地域型保育事業に係る利用定員（第二十九条第一項の確認において定めるものに限る。第五項及び

次条第二項において「利用定員」という。）  

二 特定地域型保育事業の運営に関する事項であって、小学校就学前子どもの適切な処遇の確保及び秘密の

保持等並びに小学校就学前子どもの健全な発達に密接に関連するものとして内閣府令で定めるもの  

４ 内閣総理大臣は、前項に規定する内閣府令で定める基準を定め、又は変更しようとするとき及び同項第二

号の内閣府令を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大臣に協議するとともに、特定

地域型保育の取扱いに関する部分について第七十二条に規定する子ども・子育て会議の意見を聴かなければ

ならない。  

５ 特定地域型保育事業者は、次条第二項の規定による利用定員の減少の届出をしたとき又は第四十八条の規

定による確認の辞退をするときは、当該届出の日又は同条に規定する予告期間の開始日の前一月以内に当該

特定地域型保育を受けていた者であって、当該利用定員の減少又は確認の辞退の日以後においても引き続き

当該特定地域型保育に相当する地域型保育の提供を希望する者に対し、必要な地域型保育が継続的に提供さ

れるよう、他の特定地域型保育事業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならな

い。 

（市町村等における合議制の機関） 

第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制
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の機関を置くよう努めるものとする。  

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理すること。  

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事項を処理すること。  

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理すること。  

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及び

当該施策の実施状況を調査審議すること。  

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の子ども及び子育て家庭の

実情を十分に踏まえなければならない。  

３ 前二項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で

定める。  

４ 都道府県は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の合議制の機関

を置くよう努めるものとする。  

一 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に関し、第六十二条第五項に規定する事項を処理すること。  

二 当該都道府県における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事項及

び当該施策の実施状況を調査審議すること。  

５ 第二項及び第三項の規定は、前項の規定により都道府県に合議制の機関が置かれた場合に準用する。 

 

関連３法による改正後の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（新認定こ

ども園法） 

 

第十三条 都道府県（地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市又は同法第二百五十二条の二十二第

一項の中核市（以下「指定都市等」という。）の区域内に所在する幼保連携型認定こども園（都道府県が設

置するものを除く。）については、当該指定都市等。次項及び第二十五条において同じ。）は、幼保連携型認

定こども園の設備及び運営について、条例で基準を定めなければならない。この場合において、その基準は、

子どもの身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な教育及び保育の水準を確保するものでなければな

らない。 

２ 都道府県が前項の条例を定めるに当たっては、次に掲げる事項については主務省令で定める基準に従い定

めるものとし、その他の事項については主務省令で定める基準を参酌するものとする。 

一 幼保連携型認定こども園における学級の編制並びに幼保連携型認定こども園に配置する園長、保育教諭

その他の職員及びその員数 

二 幼保連携型認定こども園に係る保育室の床面積その他幼保連携型認定こども園の設備に関する事項で

あって、子どもの健全な発達に密接に関連するものとして主務省令で定めるもの 

三 幼保連携型認定こども園の運営に関する事項であって、子どもの適切な処遇の確保及び秘密の保持並び

に子どもの健全な発達に密接に関連するものとして主務省令で定めるもの 

３ 主務大臣は、前項に規定する主務省令で定める基準を定め、又は変更しようとするとき、並びに同項第二

号及び第三号の主務省令を定め、又は変更しようとするときは、子ども・子育て支援法第七十二条に規定す

る子ども・子育て会議の意見を聴かなければならない。 
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４ 幼保連携型認定こども園の設置者は、第一項の基準を遵守しなければならない。 

５ 幼保連携型認定こども園の設置者は、幼保連携型認定こども園の設備及び運営についての水準の向上を 

図ることに努めるものとする。 

（設置等の認可） 

第十七条 国及び地方公共団体以外の者は、幼保連携型認定こども園を設置しようとするとき、又はその設置

した幼保連携型認定こども園の廃止等を行おうとするときは、都道府県知事（指定都市等の区域内に所在す

る幼保連携型認定こども園については、当該指定都市等の長。次項、第三項、第六項及び第七項並びに次条

第一項において同じ。）の認可を受けなければならない。 

２ （省略） 

３ 都道府県知事は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、第二十五条に規定する審議会その他

の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

４～７ （省略） 

（事業停止命令） 

第二十一条都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、幼保連携型認定こども園の事業

の停止又は施設の閉鎖を命ずることができる。 

一 幼保連携型認定こども園の設置者が、この法律又はこの法律に基づく命令若しくは条例の規定に故意に

違反し、かつ、園児の教育上又は保育上著しく有害であると認められるとき。 

二 幼保連携型認定こども園の設置者が前条の規定による命令に違反したとき。 

三 正当な理由がないのに、六月以上休止したとき。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により事業の停止又は施設の閉鎖の命令をしようとするときは、あらかじめ、

第二十五条に規定する審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

（認可の取消し） 

第二十二条都道府県知事は、幼保連携型認定こども園の設置者が、この法律若しくはこの法律に基づく命令若

しくは条例の規定又はこれらに基づいてする処分に違反したときは、第十七条第一項の認可を取り消すこと

ができる。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による認可の取消しをしようとするときは、あらかじめ、第二十五条に規定

する審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。 

 

関連３法による改正後の児童福祉法（抄） 

 

第三十四条の八 市町村は、放課後児童健全育成事業を行うことができる。 

２ 国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で

定める事項を市町村長に届け出て、放課後児童健全育成事業を行うことができる。 

３ 国、都道府県及び市町村以外の者は、前項の規定により届け出た事項に変更を生じたときは、変更の日か

ら一月以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 国、都道府県及び市町村以外の者は、放課後児童健全育成事業を廃止し、又は休止しようとするときは、

あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を市町村長に届け出なければならない。 
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第三十四条の八の二 市町村は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営について、条例で基準を定めなけれ

ばならない。この場合において、その基準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な水準

を確保するものでなければならない。 

２ 市町村が前項の条例を定めるに当たつては、放課後児童健全育成事業に従事する者及びその員数について

は厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を

参酌するものとする。 

３ 放課後児童健全育成事業を行う者は、第一項の基準を遵守しなければならない。 

第三十四条の八の三 市町村長は、前条第一項の基準を維持するため、放課後児童健全育成事業を行う者に対

して、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくはその事業を行

う場所に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 市町村長は、放課後児童健全育成事業が前条第一項の基準に適合しないと認められるに至つたときは、そ

の事業を行う者に対し、当該基準に適合するために必要な措置を採るべき旨を命ずることができる。 

３ 市町村長は、放課後児童健全育成事業を行う者が、この法律若しくはこれに基づく命令若しくはこれらに

基づいてする処分に違反したとき、又はその事業に関し不当に営利を図り、若しくはその事業に係る児童の

処遇につき不当な行為をしたときは、その者に対し、その事業の制限又は停止を命ずることができる。 

 

第三十四条の十五 市町村は、家庭的保育事業等を行うことができる。 

２ 国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働省令の定めるところにより、市町村長の認可を得て、家庭

的保育事業等を行うことができる。 

３ 市町村長は、家庭的保育事業等に関する前項の認可の申請があつたときは、次条第一項の条例で定める基

準に適合するかどうかを審査するほか、次に掲げる基準（当該認可の申請をした者が社会福祉法人又は学校

法人である場合にあつては、第四号に掲げる基準に限る。）によつて、その申請を審査しなければならない。 

一 当該家庭的保育事業等を行うために必要な経済的基礎があること。 

二 当該家庭的保育事業等を行う者（その者が法人である場合にあつては、経営担当役員（業務を執行する

社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。第三十五条第五項第二号において同じ。）とする。）

が社会的信望を有すること。 

三 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること。 

四 次のいずれにも該当しないこと。 

イ 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

であるとき。 

ロ 申請者が、この法律その他国民の福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せ

られ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

ハ 申請者が、労働に関する法律の規定であつて政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

ニ 申請者が、第五十八条第二項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経

過しない者（当該認可を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手

続法第十五条の規定による通知があつた日前六十日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員、取締
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役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わ

ず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す

るものと認められる者を含む。ホにおいて同じ。）又はその事業を管理する者その他の政令で定める使

用人（以下この号及び第三十五条第五項第四号において「役員等」という。）であつた者で当該取消し

の日から起算して五年を経過しないものを含み、当該認可を取り消された者が法人でない場合において

は、当該通知があつた日前六十日以内に当該事業を行う者の管理者であつた者で当該取消しの日から起

算して五年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該認可の取消しが、家庭的保育事業等

の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となつた事実及び当該事実の発生を防止するた

めの当該家庭的保育事業等を行う者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事

実に関して当該家庭的保育事業等を行う者が有していた責任の程度を考慮して、ニ本文に規定する認可

の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるも

のに該当する場合を除く。 

ホ 申請者と密接な関係を有する者（申請者（法人に限る。以下ホにおいて同じ。）の役員に占めるその

役員の割合が二分の一を超え、若しくは当該申請者の株式の所有その他の事由を通じて当該申請者の事

業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定め

るもの（以下ホにおいて「申請者の親会社等」という。）、申請者の親会社等の役員と同一の者がその役

員に占める割合が二分の一を超え、若しくは申請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその

事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定

めるもの又は当該申請者の役員と同一の者がその役員に占める割合が二分の一を超え、若しくは当該申

請者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、若しくはその事業に重要な影響を

与える関係にある者として厚生労働省令で定めるもののうち、当該申請者と厚生労働省令で定める密接

な関係を有する法人をいう。第三十五条第五項第四号ホにおいて同じ。）が、第五十八条第二項の規定

により認可を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該認可

の取消しが、家庭的保育事業等の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となつた事実及び

当該事実の発生を防止するための当該家庭的育事業等を行う者による業務管理体制の整備についての

取組の状況その他の当該事実に関して当該家庭的保育事業等を行う者が有していた責任の程度を考慮

して、ホ本文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとし

て厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。 

ヘ 申請者が、第五十八条第二項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定によ

る通知があつた日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七項の規定

による事業の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該事業の廃止の承

認の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

ト 申請者が、第三十四条の十七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の

結果に基づき第五十八条第二項の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をす

ることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が

行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）までの間に第七項

の規定による事業の廃止をした者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該事業の廃
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止の承認の日から起算して五年を経過しないものであるとき。 

チ ヘに規定する期間内に第七項の規定による事業の廃止の承認の申請があつた場合において、申請者が、

ヘの通知の日前六十日以内に当該申請に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除

く。）の役員等又は当該申請に係る法人でない事業を行う者（当該事業の廃止について相当の理由があ

るものを除く。）の管理者であつた者で、当該事業の廃止の承認の日から起算して五年を経過しないも

のであるとき。 

リ 申請者が、認可の申請前五年以内に保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

ヌ 申請者が、法人で、その役員等のうちにイからニまで又はヘからリまでのいずれかに該当する者のあ

るものであるとき。 

ル 申請者が、法人でない者で、その管理者がイからニまで又はヘからリまでのいずれかに該当する者で

あるとき。 

４ 市町村長は、第二項の認可をしようとするときは、あらかじめ、児童福祉審議会を設置している場合にあ

つてはその意見を、その他の場合にあつては児童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意見を聴かなけれ

ばならない。 

５ 市町村長は、第三項に基づく審査の結果、その申請が次条第一項の条例で定める基準に適合しており、か

つ、その事業を行う者が第三項各号に掲げる基準（その者が社会福祉法人又は学校法人である場合にあつて

は、同項第四号に掲げる基準に限る。）に該当すると認めるときは、第二項の認可をするものとする。ただ

し、市町村長は、当該申請に係る家庭的保育事業等の所在地を含む教育・保育提供区域（子ども・子育て支

援法第六十一条第二項第一号の規定により当該市町村が定める教育・保育提供区域とする。以下この項にお

いて同じ。）における特定地域型保育事業所（同法第二十九条第三項第一号に規定する特定地域型保育事業

所をいい、事業所内保育事業における同法第四十三条第一項に規定する労働者等の監護する小学校就学前子

どもに係る部分を除く。以下この項において同じ。）の利用定員の総数（同法第十九条第一項第三号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係るものに限る。）が、同法第六十一条第一項の規定により当該市町村が定

める市町村子ども・子育て支援事業計画において定める当該教育・保育提供区域の特定地域型保育事業所に

係る必要利用定員総数（同法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係るものに限る。）

に既に達しているか、又は当該申請に係る家庭的保育事業等の開始によつてこれを超えることになると認め

るとき、その他の当該市町村子ども・子育て支援事業計画の達成に支障を生ずるおそれがある場合として厚

生労働省令で定める場合に該当すると認めるときは、第二項の認可をしないことができる。 

６ 市町村長は、家庭的保育事業等に関する第二項の申請に係る認可をしないときは、速やかにその旨及び理

由を通知しなければならない。 

７ 国、都道府県及び市町村以外の者は、家庭的保育事業等を廃止し、又は休止しようとするときは、厚生労

働省令の定めるところにより、市町村長の承認を受けなければならない。 

第三十四条の十六 市町村は、家庭的保育事業等の設備及び運営について、条例で基準を定めなければならな

い。この場合において、その基準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な保育の水準を

確保するものでなければならない。 

２ 市町村が前項の条例を定めるに当たつては、次に掲げる事項については厚生労働省令で定める基準に従い

定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 
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一 家庭的保育事業等に従事する者及びその員数 

二 家庭的保育事業等の運営に関する事項であつて、児童の適切な処遇の確保及び秘密の保持並びに児童の

健全な発達に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

３ 家庭的保育事業等を行う者は、第一項の基準を遵守しなければならない。 

 

札幌市子ども・子育て会議条例 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号。以下「支援法」という。）第 77 条第１項及び第３項

並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号。

以下「認定こども園法」という。）第 25 条の規定に基づき、札幌市子ども・子育て会議（以下「子ども・子

育て会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事務を行う。 

(１) 支援法第 77 条第１項各号に掲げる事務を処理すること。 

(２) 認定こども園法第 17 条第３項、第 21 条第２項及び第 22 条第２項の規定により本市の権限に属させ

られた事項を調査審議すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、支援法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援（以下「子ども・子

育て支援」という。）等に関すること。 

（会議） 

第７条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

（意見の聴取等） 

第８条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求めて意見若しくは説明

を聴き、又はこれらの者から資料の提出を求めることができる。 

（部会） 

第９条 子ども・子育て会議に、必要に応じ、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員及び臨時委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、会長がこれを指名する。 

４ 部会長は、部会を代表し、部会の事務を統括する。 

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長の指名する委員がその職務を代

理する。 

６ 子ども・子育て会議は、その定めるところにより、部会の決議をもって子ども・子育て会議の決議とする

ことができる。 

７ 前２条の規定は、部会について準用する。 


